
管 理 職 特 別 セ ミ ナ ー

13:00～13:25 開講のことば、研修日程等説明

令和６年度
(第１回)

当研修所では、全国の市区町村の管理職（部課長級）の皆様を対象に宿泊型のセミ
ナーを開催しております。

今回は、（一財）地域創造との共催により、令和６年４月２５日(木)と２６日(金)の２

日間、それぞれの分野でご活躍されている講師の皆様にご講演をいただきます。

多くの皆様のご参加を、お待ち申し上げております。

令和６年４月２５日（木）・２６日（金） ＜２日間＞

日程等

日程

場所

４月

2５
日

（木）

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

千葉市美浜区浜田1-1（JR幕張本郷駅・海浜幕張駅よりバス10分）

研修内容 13:30～15:00 

統計データに基づく有意性の高い少子化対策とは

～EBPMなくして人口の未来なし

株式会社ニッセイ基礎研究所生活研究部人口動態シニアリサーチャー

天野 馨南子 氏

15:15～16:45

地域を変えるアートのチカラ
～奥能登国際芸術祭・越後妻有 大地の芸術祭を中心として～

アートフロントギャラリー代表 北川 フラム 氏

講演１

17:00～18:00 ＜ミニコンサート＞

小林 厚子 氏× 藤原 藍子 氏 ソプラノ＆ピアノ

４月

2６
日

（金）

9:00 ～10:30

更なる国土強靱化の推進について

～能登半島地震を踏まえて今市町村が意識すべきこと～

内閣官房国土強靱化推進室次長 岡村 次郎 氏

講演２

講演３

10:45～12:15

みんなが幸せになるための自治体職員の働き方

～その実現のために必要なこと～

九州大学大学院法学研究院教授 嶋田 暁文 氏

講演４

12:15～12:20 閉講のことば

〔主催〕市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

〔共催〕一般財団法人地域創造

※上記の講演は、同時期に開催する「市町村長特別セミナー（定員８０名）」の受講者も参加

することとしております。

なお、講演の内容等は、変更となる場合がございます。

18:30～ 情報・意見交換会（夕食）
※ 状況により開催を見合わせる場合があります。



開催要領
対 象 部課長級の管理職

募集人数 ３０名

宿 泊 研修所宿泊棟（宿泊型研修） ※外泊はできません。

参加費 ４,９00円 ※食費等を含まない予定額となります。

申込期限 令和６年３月１８日（月）まで

申込方法 必ず職員研修担当課を通じてお申し込みください。
◆市町村アカデミーのホームページ画面右端の「✎申込みはこちら」から

「電子申込」サイトにアクセスし、お申込みください。

※「電子申込」サイトのログインＩＤ・パスワードは、各自治体へ

お送りした「令和６年度研修計画」の冊子をご確認ください。

決定通知
申込み受理後、決定通知と併せて必要な資料を送付いたし

ます（申込期限前に締め切った場合でも、決定通知の送付

は３月１８日以降となります）。

問合せ先

公益財団法人全国市町村研修財団
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
担当：研修部 髙井・土師

〒261-0025 千葉市美浜区浜田1丁目1番
📞📞：043-276-3126（研修部）
ＵＲＬ：https://www.jamp.gr.jp/

講 師 紹 介

【講演１】 天野 馨南子 氏（株式会社ニッセイ基礎研究所生活研究部人口動態シニアリサーチャー）

東京大学経済学部卒。日本証券アナリスト協会認定アナリスト（CMA）。１９９５年日本
生命保険相互会社入社、９９年から同社シンクタンクに出向。専門分野は人口動態に関する
諸問題。総務省「令和７年国勢調査有識者会議」構成員等、政府・地方自治体・経済団体等
の人口関連施策アドバイザーを務める。エビデンスに基づく人口問題講演実績多数。

【講演２】 北川 フラム 氏（アートフロントギャラリー代表）
１９４６年新潟県出身。東京芸術大学美術学部卒。アートフロントギャラリー代表。地域づ
くりの実践として「大地の芸術祭 越後妻有アートトリエンナーレ」（２０００～）「瀬戸内
国際芸術祭」（２０１０～）等で総合ディレクターを務める。フランス、ポーランド、オー
ストラリアから勲章を受勲。２０１８年度文化功労者。

【講演３】 岡村 次郎 氏（内閣官房国土強靱化推進室次長）
１９９０年建設省入省。内閣府企画官（政策統括官（防災担当）付参事官（地震・火山・大
規模水害対策担当）付）、国土交通省中部地方整備局企画部長、水管理・国土保全局河川計
画課長、大臣官房技術調査課長、北陸地方整備局長、水管理・国土保全局長などを歴任し、
２０２３年７月から現職。

【講演４】 嶋田 暁文 氏 （九州大学大学院法学研究院教授）
中央大学法学部卒。同大学院法学研究科進学後、地方自治総合研究所非常任研究員、日本学
術振興会特別研究員（ＰＤ）を経て、２００４年４月、九州大学大学院法学研究院助教授と
して着任。１８年４月より現職。自治体学会副理事長、（一財）地域活性化センター人材育
成エコシステム研究会委員長。専門分野は行政学、地方自治論、公共政策論。

※ 申込人数が先着順で定員に達したときは、申込期限前であっても

募集を締め切らせていただく場合があります。

(c)Mao Yamamoto

https://www.jamp.gr.jp/
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